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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに平行に配列された複数の電池セルからなる組電池と、
　前記組電池を収容する容器と、
　前記容器の壁面および前記組電池の側面にそれぞれ接触した状態で前記容器と前記組電
池間に介在される緩衝体と、を有する手持式電動工具用電池パックであって、
　前記緩衝体は、それぞれ弾性材からなる第１の緩衝領域および第２の緩衝領域を層状に
有し、前記第２の緩衝領域の弾性定数の方が、前記第１の緩衝領域の弾性定数より小さく
設定されており、
　前記電池パックを用いて前記電動工具を駆動する際に、前記電動工具から前記電池パッ
クへと伝達される振動、または前記電動工具を手で持って移動する際に、前記電動工具ま
たは前記電池パックに作用する衝撃の、前記組電池への伝達を前記第１の緩衝領域が吸収
し、
　前記容器と前記組電池間の緩衝体配置空間の寸法バラツキを前記第２の緩衝領域が吸収
する構成とし、
　前記第２の緩衝領域は、前記容器の壁面と対向する側に設けられるとともに、前記容器
の壁面に向かって突出する群状の突起物を有し、これにより前記第２の緩衝領域の弾性定
数が前記第１の緩衝領域の弾性定数よりも小さく設定されていることを特徴とする手持式
電動工具用電池パック。
【請求項２】
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　請求項１に記載の手持式電動工具用電池パックであって、
　前記緩衝体は、前記組電池の側面と接触する側が、前記組電池を構成する各電池セルの
側面形状に対応した形状とされ、前記各電池セルに対して個々に面接触することで隣り合
う電池セルの相対移動を規制する構成としたことを特徴とする手持式電動工具用電池パッ
ク。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の手持式電動工具用電池パックであって、
　前記容器と前記緩衝体のいずれか一方の側には、前記容器と前記緩衝体のいずれか他方
の側に向って突出する係合部が形成され、前記他方の側には、前記係合部と係合可能な係
合凹部が設けられ、前記係合部が前記係合凹部に係合することによって前記容器に対する
前記緩衝体の位置ずれが防止される構成としたことを特徴とする手持式電動工具用電池パ
ック。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、手持式の各種電動工具の電源として用いられる電池パックに関し、特にケー
スに収容される組電池の緩衝技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　手持式の電動工具に用いられる電池パックは、例えば特開平９－３０６４４７号公報（
特許文献１）に開示されている。上記公報には、複数個の円柱型の電池セルを径方向に直
線状に並べた複数列の組電池が配置され、その組電池間に電気絶縁性の仕切り板を配置す
る構成が開示されている。仕切り板は、組電池を構成する電池セルの配列方向に沿って表
裏両面に円弧状の凹面を交互に有する波板状に形成されており、各凹面に各電池セルの周
面の一部が密着される構成としている。これにより、組電池相互の相対的な移動、および
電池セル相互の相対的な移動を抑え、電池パックに振動や衝撃が作用しても組電池相互間
の電気的絶縁と、組電池を構成する各電池セル相互間での電気的絶縁を確保するようにし
ている。
　手持式の電動工具に用いられる電池パックの場合、電動工具の使用時に生ずる振動、あ
るいは可搬時にぶつけるとか、落すとかしたときの衝撃を受ける可能性が高い。この振動
、衝撃の対策に関し、従来の電池パックについては、なお改良の余地がある。
【特許文献１】特開平９－３０６４４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、手持式電動工具用電池パックにおい
て、振動あるいは衝撃対策に資する技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記課題を達成するため、各請求項記載の発明が構成される。
　請求項１に記載の発明によれば、互いに平行に配列された複数の電池セルからなる組電
池と、組電池を収容する容器と、容器の壁面および組電池の側面にそれぞれ接触した状態
で容器と組電池間に介在される緩衝体と、を有する手持式電動工具用電池パックが構成さ
れる。なお本発明における「緩衝体」は、典型的には、ゴムがこれに該当する。また本発
明における「電池パック」は、電動ドリルのような穴開け工具、電動ドライバのような締
付け工具、電動丸鋸のような切断工具、あるいは電動グラインダのような研削工具等、手
持式の各種電動工具に広く適用することが可能である。
【０００５】
　本発明の手持式電動工具用電池パックは、特徴的構成として、緩衝体は、それぞれ弾性
材からなる第１の緩衝領域および第２の緩衝領域を層状に有する。そして第２の緩衝領域
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の弾性定数の方が、第１の緩衝領域の弾性定数より小さく設定されている。電池パックを
用いて電動工具を駆動する際に、電動工具から電池パックへと伝達される振動、または電
動工具または電池パックに作用する衝撃の、組電池への伝達を第１の緩衝領域が吸収し、
容器と組電池間の緩衝体配置空間の寸法バラツキを第２の緩衝領域が吸収する構成とし、
更には第２の緩衝領域は、容器の壁面と対向する側に設けられるとともに、容器の壁面に
向かって突出する群状の突起物を有し、これにより第２の緩衝領域の弾性定数が第１の緩
衝領域の弾性定数よりも小さく設定されている構成とした。なお本発明における「層状」
とは、第１および第２の緩衝領域が互いに重なっている状態を指し、その重なり方向が複
数の電池セルの配列方向と交差する方向である態様がこれに該当する。また本発明におけ
る「第１の緩衝領域」と「第２の緩衝領域」は、それぞれが一層ずつ設けられる態様、あ
るいはいずれか一方が複数層設けられる態様、あるいは双方とも複数層ずつ設けられる態
様のいずれも好適に包含する。また本発明における「第２の緩衝領域」は、例えば円柱状
、半球状、あるいは筒状をなす複数の突起物を設けることで、その弾性定数を第１の緩衝
領域の弾性定数より小さくする態様、第１の緩衝領域を構成する弾性材料よりも弾性定数
の小さい弾性材によって形成する態様のいずれも好適に包含する。また本発明における「
緩衝体配置空間の寸法バラツキ」とは、容器、電池セル、あるいは緩衝体の製作時に発生
する寸法バラツキがこれに該当する。また「寸法バラツキを吸収する構成」とは、第２の
緩衝領域の厚さ方向の寸法につき、容器と組電池との間に設定される緩衝体配置空間より
も予め大きく設定しておくことで、組電池の側面と容器の壁面との間に緩衝体を配置する
際、当該第２の緩衝領域の弾性変形を利用して緩衝体配置空間の寸法バラツキを吸収する
態様がこれに該当する。
【０００６】
　組電池の側面と容器の壁面との間に緩衝体を接触状態で介在する構成では、組電池の側
面と容器の壁面間に緩衝体配置用の空間を設定するが、その場合、容器、組電池を構成す
る電池セル、あるいは緩衝体の製作上の誤差により、緩衝体配置空間に寸法バラツキが生
ずる可能性がある。そして、例えば緩衝体配置空間が狭くなり過ぎると、緩衝体が想定外
の圧縮状態で配置されることになり、他方、緩衝体配置空間が広くなり過ぎたときには、
緩衝体と容器との間、あるいは緩衝体と組電池との間に隙間が生じてガタツキが生じ、そ
の結果、緩衝体が有効に機能しなくなる可能性がある。
　しかるに本発明によれば、緩衝体が、第１の緩衝領域と、第１の緩衝領域の弾性定数よ
り小さい弾性定数を有する第２の緩衝領域とを層状に備える構成としたことにより、緩衝
体を介して組電池を容器内に配置する際、第２の緩衝領域の弾性変形によって上記の寸法
バラツキを吸収することができる。これにより、組電池を容器内に配置する際の第１の緩
衝領域の弾性変形が防止され、あるいは弾性変形しても微少範囲に抑えられ、その結果と
して第１の緩衝領域による振動、衝撃吸収機能を確保できる。すなわち、電動工具の使用
時に生ずる振動、または電動工具を何かにぶつけたり、あるいは落したりしたときに生ず
る衝撃を、主として第１の緩衝領域の弾性変形を利用して吸収し、容器から組電池への衝
撃の伝達を防止あるいは低減することができる。なお第２の緩衝領域は、寸法バラツキを
吸収することを主たる機能とするが、寸法バラツキを吸収した状態で更なる弾性変形が可
能な状態にあれば、第１の緩衝領域と同様、振動、衝撃吸収機能を有する。
　また、本発明によれば、第２の緩衝領域は、容器の壁面と対向する側に設けられるとと
もに、容器の壁面に向かって突出する群状の突起物を有する構成のため、突起物の形状、
あるいは個数、配列の態様等によって第２の緩衝領域に関する弾性定数を簡単に調整する
ことができる。
【０００７】
（請求項２に記載の発明）
　請求項２に記載の発明によれば、請求項１に記載の手持式電動工具用電池パックにおけ
る緩衝体は、組電池の側面と接触する側が、組電池を構成する各電池セルの側面形状に対
応した形状とされ、各電池セルに対して個々に面接触することで隣り合う電池セルの相対
移動を規制する構成とした。なお本発明における「組電池の側面と接触する側」は、電池
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セルの並列方向の動きを規制する上では、第２の緩衝領域よりも弾性定数の大きい第１の
緩衝領域側であることが好ましいが、第２の緩衝領域側であっても差し支えない。また本
発明における「側面形状に対応した形状」とは、典型的には、電池セルが円柱形状であれ
ば、当該円柱形状に対応する断面略半円弧状がこれに該当する。
　本発明によれば、緩衝体によって隣り合う電池セルの相対移動を規制する構成としたこ
とによって各電池セル相互間の隙間を適正に保持し、これにより隣り合う電池セルが相対
移動したときに起こり得る各電池セル同士を接続する導線の断線を防止できる。
【０００８】
（請求項３に記載の発明）
　請求項３に記載の発明によれば、請求項１または２に記載の手持式電動工具用電池パッ
クにおいて、容器と緩衝体のいずれか一方の側には、容器と緩衝体のいずれか他方の側に
向って突出する係合部が形成され、他方の側には、係合部と係合可能な係合凹部が設けら
れ、係合部が係合凹部に係合することによって容器に対する緩衝体の位置ずれが防止され
る構成とした。
　本発明によれば、係合部と係合凹部の係合によって容器に対する緩衝体の位置ずれを防
止する構成としたことにより、簡単な構造でありながら、緩衝体が位置ずれすることに起
因する緩衝体の潰れを防止し、これにより緩衝体の機能維持を図ることができる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、手持式電動工具用電池パックにおいて、振動あるいは衝撃対策に資す
る技術が提供されることとなった。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施形態につき、図１～図８を参照しつつ説明する。図１は手持式電動
工具用電池パックの全体構成を示す斜視図であり、図２は同じく手持式電動工具用電池パ
ックの全体構成を示す断面図である。図１および図２に示すように、本実施の形態に係る
電池パック１０１は、電池を収納するべく上方が開放された略方形箱型の電池ケース１０
３と、電池ケース１０３の上方開口部を蓋う電池カバー１０５と、当該電池ケース１０３
内に配置される組電池１１１（図２参照）と、当該組電池１１１と電池ケース１０３との
間に介在状に配置されるゴムマット１２１（図２参照）とを主体として構成される。電池
ケース１０３は、本発明における「容器」に対応する。ゴムマット１２１は、本発明にお
ける「緩衝体」に対応する。なお電池パック１０１は、便宜上図示を省略する電動工具の
工具本体領域に取外し可能に装着されるが、その装着のための構成については、本発明に
特に関係するものではないため、図示および説明を省略する。
【００１１】
　図２に示すように、組電池１１１は、円柱状に形成されるとともに、径方向に列をなす
ように互いに平行に配列された複数（本実施の形態では５個）の電池セル１１３によって
構成されている。なお各電池セル１１３は、隣り合う電池セル１１３同士が配列方向にお
いて僅かな隙間を置いて並ぶとともに、直列接続となるように導線（便宜上図示を省略す
る）によって互いに接続（連結）される。そして組電池１１１は、電池ケース１０３内の
壁面である底面１０３ａに配置されたゴムマット１２１上に並べて収容された状態で、電
池ケース１０３の上方開口部を蓋うように当該電池ケース１０３に取外し可能に装着され
る電池カバー１０５によって覆われる。
【００１２】
　図３～図７にはゴムマット１２１の構成が示される。ゴムマット１２１は、耐熱性、耐
油性、難燃性等に優れる弾性変形が可能な合成ゴムからなり、電池ケース１０３の内側形
状に対応した略方形状に形成される。ゴムマット１２１は、電池ケース１０３の底面１０
３ａに組電池１１１の中敷として配置される。ゴムマット１２１は、電池セル１１３の側
面と対向する上面側領域１２３と、電池ケース１０３の底面１０３ａと対向する下面側領
域１２５とを有する。上面側領域１２３には、各電池セル１１３の側面形状に対応する断
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面略半円弧状の５個の接触面１２３ａが電池配列方向に横並びに形成され、それら各接触
面１２３ａは、図２に示すように、各電池セル１１３に対して個々に全面接触することに
よって隣り合う電池セル１１３の相対移動を規制する構成とされる。また各接触面１２３
ａは、隣り合う電池セル１１３が配列方向において僅かな隙間を隔てた非接触状態に置か
れるように、その並列間隔が形成されている。
【００１３】
　ゴムマット１２１の下面側領域１２５には、図６に示すように、断面矩形状の凹部１２
５ａと凸部１２５ｂが接触面１２３ａの並列方向に交互に形成されている。凹部１２５ａ
および凸部１２５ｂは、接触面１２３ａの並列方向と交差する方向（図６における上下方
向）に直線状に延在されている。そして各凹部１２５ａには、当該凹部１２５ａの底面か
ら電池ケース１０３の底面１０３ａに向って突出する多数の円柱状の突起物１２５ｃが群
状に形成されている。突起物１２５ｃは、凹部１２５ａの延在方向に沿って所定間隔で形
成されるとともに、その突出端面が上記の凸部１２５ｂの端面（表面）と概ね面一となる
ように設定されている。更に下面側領域１２５には、凹部１２５ａの延在方向と交差する
方向に延在する２本の横溝１２５ｄと、当該横溝１２５ｄと交差する方向に延在する２本
の縦溝１２５ｅが形成されている。なお横溝１２５ｄおよび縦溝１２５ｅの深さは、凹部
１２５ａよりも深く形成されている。
【００１４】
　上記のように、本実施の形態では、ゴムマット１２１の下面側領域１２５は、凹部１２
５ａ、凸部１２５ｂ、突起物１２５ｃ、横および縦溝１２５ｄ，１２５ｅを設けることに
よって、その弾性定数が上面側領域１２３の弾性定数よりも小さく設定されている。これ
により下面側領域１２５が上面側領域１２３よりも容易に変形する（潰れる）ことができ
る構成とされている。すなわち、ゴムマット１２１は、電池セル１１３の配列方向と交差
する方向（組電池１１１の側面と電池ケース１０３の底面１０３ａが対向する方向）にお
いて、弾性定数が異なる上面側領域１２３と下面側領域１２５との２層構造とされている
。上面側領域１２３は、本発明における「第１の緩衝領域」に対応し、下面側領域１２５
は、本発明における「第２の緩衝領域」に対応する。なお下面側領域１２５の「弾性定数
」については、凹部１２５ａの深さや幅、突起物１２５ｃの太さ、横および縦溝１２５ｄ
，１２５ｅの形状、寸法、個数等を変えることによって適宜調整することが可能である。
【００１５】
　電池ケース１０３の底面１０３ａには、図８に示すように、上方に向って所定長さで突
出する補強用としての複数本のリブ１０３ｂが形成されている。各リブ１０３ｂは、電池
ケース１０３内に配置されるゴムマット１２１の貫通孔１２１ａに挿入され、これによっ
て電池ケース１０３の底面１０３ａに配置されたゴムマット１２１が当該底面１０３ａと
平行な方向に位置ずれしないように固定する。すなわち、リブ１０３ｂと貫通孔１２１ａ
とによってゴムマット１２１の位置ずれ防止手段が構成されている。ゴムマット１２１に
形成される複数の貫通孔１２１ａは、当該ゴムマット１２１の下面側から上面側に貫通し
ており、本実施の形態では、方形状をなすゴムマット１２１の各対角線上における各隅部
付近の４箇所、すなわち、ゴムマット１２１の厚みが最も大きい領域である、接触面１２
３ａの境界部に形成され、これにより、貫通孔１２１ａに対するリブ１０３ｂの挿入深さ
が確保されている。電池ケース１０３のリブ１０３ｂは、本発明における「係合部」に対
応し、ゴムマット１２１の貫通孔１２１ａは、本発明における「係合凹部」に対応する。
【００１６】
　電池ケース１０３内に配置された組電池１１１は、図２に示すように、電池ケース１０
３の上方開口部を蓋うように装着される電池カバー１０５によって覆われる。このとき、
電池カバー１０５に設けられた押圧パット１０５ａが組電池１１１を構成する各電池セル
１１３を電池ケース１０３の底面１０３ａに向って押し付ける。かくして、組電池１１１
は、ゴムマット１２１に対して押圧固定され、電池ケース１０３内にガタツキのない安定
した状態に収容される。
【００１７】



(6) JP 5102982 B2 2012.12.19

10

20

30

40

50

　本実施の形態に係る電池パック１０１は、上記のように構成したものである。本実施の
形態においては、組電池１１１と電池ケース１０３との間にゴムマット１２１を介在状に
配置する構成としている。このため、例えば電動工具の使用時に生ずる振動、または電動
工具の可搬時に当該電動工具あるいは電池パック１０１をぶつけたり、あるいは落したり
したときの衝撃を、ゴムマット１２１の弾性変形を利用して吸収し、電池ケース１０３か
ら組電池１１１への振動あるいは衝撃の伝達を低減することが可能となる。これにより、
組電池１１１を振動、衝撃から保護することができる。
【００１８】
　本実施の形態では、ゴムマット１２１は、組電池１１１の側面と対向する上面側領域１
２３に、組電池１１１を構成する円柱状の各電池セル１１３の側面形状に対応する略半円
弧状の接触面１２３ａを形成し、各電池セル１１３に対して各接触面１２３ａが個々に面
接触する構成としている。このような構成とすることで、隣り合う電池セル１１３の相対
移動を防止して各電池セル１１３相互間の隙間を適正に保持し、電池セル１１３が相対移
動したときに起こり得る問題、すなわち電池セル同士を接続する導線の電池セル１１３に
対するスポット溶接はずれといった不具合を防止できる。
【００１９】
　ところで、組電池１１１と電池ケース１０３との間にゴムマット１２１を介在する構成
においては、組電池１１１と電池ケース１０３間にゴムマット介在用として所定寸法の配
置空間を設定することになるが、この場合、電池ケース１０３あるいはゴムマット１２１
更には電池セル１１３の製作誤差によって上記の配置空間の寸法にバラツキが生ずる可能
性がある。そして、例えば配置空間寸法が狭くなる側にばらついたときには、電池カバー
１０５を電池ケース１０３に装着した際、ゴムマット１２１が過度に圧縮されることにな
り、他方、配置空間が広くなる側にばらついたときには、ゴムマット１２１と電池ケース
１０３との間、あるいはゴムマット１２１と組電池１１１との間に隙間が生じてガタツキ
が生ずることとなり、その結果、ゴムマット１２１の緩衝機能が損なわれる。上記の配置
空間は、本発明における「緩衝体配置空間」に対応する。
【００２０】
　しかるに、本実施の形態によれば、前述したように、ゴムマット１２１の下面側領域１
２５に、凹部１２５ａ、突起物１２５ｃ、横および縦溝１２５ｄ，１２５ｅを設けること
によって、下面側領域１２５の弾性定数の方を上面側領域１２３の弾性定数よりも小さく
形成している。このため、ゴムマット１２１の厚みが配置空間の公差を僅かに上回るよう
に設定しておくことで、組電池１１１を電池ケース１０３に収容する際、ゴムマット１２
１の下面側領域１２５が上面側領域１２３よりも先に変形して（潰れて）上記の製作誤差
による寸法バラツキを吸収することが可能となる。その結果、ゴムマット１２１の上面側
領域１２３については、予定された弾性変形が可能な状態を維持することになる。このた
め、電動工具を使用して加工作業を行う際に発生する振動、または電動工具の可搬時に当
該電動工具あるいは電池パック１０１をぶつけたり、あるいは落したりしたときに生ずる
衝撃に対する、緩衝体としてのゴムマット１２１本来の衝撃吸収性能を確保し、組電池１
１１を振動、衝撃から保護できる。
【００２１】
　また本実施の形態では、ゴムマット１２１の下面側領域１２５に円柱状の突起物１２５
ｃを形成するとともに、隣り合う突起物１２５ｃ間に所定の隙間を有する構成としている
。このため、突起物１２５ｃ間の隙間は、電池セル１１３の放電時（あるいは充電時）に
生じた熱を蓄熱する蓄熱空間として利用できる。
【００２２】
　また本実施の形態においては、電池ケース１０３の底面１０３ａから組電池１１１側に
向って複数のリブ１０３ｂを突設し、このリブ１０３ｂをゴムマット１２１に設けた貫通
孔１２１ａに挿入することで当該ゴムマット１２１の位置ずれを防止する構成としている
。このため、電池パック１０１に作用する振動、あるいは衝撃でゴムマット１２１が移動
することを抑えて位置ずれによる潰れを防止し、ゴムマット１２１本来の緩衝機能を維持
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できる。
【００２３】
　なお上述した実施の形態では、ゴムマット１２１の下面側領域１２５に形成される突起
物１２５ｃの形状については、円柱状に限らず半球状、角柱状あるいは筒状等に変更して
もよい。また突起物１２５ｃについては、規則的な配列構成、あるいは不規則な配列構成
のいずれであっても差し支えない。またゴムマット１２１の上面側領域１２３の弾性定数
より下面側領域１２５の弾性定数を小さくする手段として、上面側領域１２３と下面側領
域１２５につき、それぞれ別の弾性材から形成し、それらを接合する構成に変更してもよ
い。
【００２４】
　なお本発明の趣旨に鑑み、以下の態様を構成することが可能である。
（態様１）
　「請求項１に記載の手持式電動工具用電池パックであって、
　前記第２の緩衝領域は、前記容器の壁面と対向する側に設けられるとともに、前記容器
の壁面に向かって突出する群状の突起物を有することを特徴とする手持式電動工具用電池
パック」。
【００２５】
　態様１に記載の発明によれば、突起物の形状、あるいは個数、配列の態様等によって第
２の緩衝領域に関する弾性定数を簡単に調整することができる。
【００２６】
（態様２）
　「請求項３に記載の手持式電動工具用電池パックであって、
　前記係合部は、前記容器の壁面から突出された突起によって構成され、
　前記係合凹部は、前記緩衝体に形成された孔によって構成され、
　前記突起が前記孔に挿入することで前記容器に対する前記緩衝体の位置ずれを防止する
構成としたことを特徴とする電動工具用電池パック。」
【００２７】
　態様２に記載の発明によれば、容器に突設された位置ずれ防止用の突起を、当該容器を
補強する補強部材として利用できる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明の実施形態に係る手持式電動工具用電池パックの全体構成を示す斜視図で
ある。
【図２】同じく手持式電動工具用電池パックの全体構成を示す断面図である。
【図３】ゴムマットの構成を示す斜視図である。
【図４】ゴムマットの平面図である。
【図５】ゴムマットの正面図である。
【図６】ゴムマットの底面図である。
【図７】ゴムマットの側面図である。
【図８】ゴムマットの固定手段を示す断面図である。
【符号の説明】
【００２９】
１０１　電池パック
１０３　電池ケース（容器）
１０３ａ　底面（壁面）
１０３ｂ　リブ（係合部、突起）
１０５　電池カバー
１０５ａ　押圧部材
１１１　組電池
１１３　電池セル
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１２１　ゴムマット（緩衝体）
１２１ａ　貫通孔（係合凹部）
１２３　上面側領域（第１の緩衝領域）
１２３ａ　接触面
１２５　下面側領域（第２の緩衝領域）
１２５ａ　凹部
１２５ｂ　凸部
１２５ｃ　突起物
１２５ｄ　横溝
１２５ｅ　縦溝
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